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換気の徹底の再周知について 

 

厚生労働省で作成した「換気の悪い密閉空間」を改善するための換気の方法に係

るリーフレットにつきましては、貴管内の特定建築物所有者等に対し当該リーフレットを

配布いただく等により、建築物環境衛生管理基準の遵守（特に換気の重要性）につい

て周知いただいているところです。 

今般、令和３年６月16日に開催された、第４回新型コロナウイルス感染症対策分科

会の提言において「二酸化炭素濃度測定器を利用した換気の徹底」が示されたことか

ら、改めて、特定建築物所有者等が建築物環境衛生管理基準に従い、当該特定建

築物を維持管理するよう、適切な御対応をお願いします。 

なお、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）に

基づく二酸化炭素濃度測定とは別に、別添１に二酸化炭素濃度測定器の使用にあた

っての留意点をとりまとめております。別添２の「熱中症予防に留意した「換気の悪い

密閉空間」を改善するための換気の方法」と併せて、特定建築物所有者等に参考とし

て周知いただきますよう、よろしくお願いします。 

 

 

  

都 道 府 県 

保健所設置市 

特 別 区 



（別添１） 

 

二酸化炭素濃度測定器を使用する際の留意点 

 

必要換気量を満たしているかを確認する方法として、二酸化炭素濃度測定器を使

用し、室内の二酸化炭素濃度が1000ppmを超えていないかを確認することも有効です。

使用する際には以下の点に留意してください。 

 測定器は、NDIRセンサーが扱いやすいですが、定期的に校正されたものを使用

してください。校正されていない測定器を使用する場合は、あらかじめ、屋外の二

酸化炭素濃度を測定し、測定値が外気の二酸化炭素濃度（415ppm～450ppm程

度）に近いことを確認してください。 

 測定器の位置は、ドア、窓、換気口から離れた場所で、人から少なくとも50cm離れ

たところにしてください。 

 測定頻度は、機械換気があり、居室内の人数に大きな変動がない場合、定常状

態での二酸化炭素濃度を定期的に測定すれば十分です。 

 連続測定は、機械換気設備による換気量が十分でない施設等において、窓開け

による換気を行うときに有効です。連続測定を実施する場合は、測定担当者に測

定値に応じてとるべき行動（窓開け等）をあらかじめ伝えてください。 

 空気清浄機を併用する場合、二酸化炭素濃度測定は空気清浄機の効果を評価

するための適切な評価方法とはならない※ことに留意してください。 

※ HEPAフィルタによるろ過式の空気清浄機は、エアロゾル状態のウイルスを含

む微粒子を捕集することができますが、二酸化炭素濃度を下げることはできない

ためです。 



熱中症予防に留意した
「換気の悪い密閉空間」を
改善するための換気の方法

～ 換気機能のない冷暖房設備を使っている商業施設等の皆さまへ ～

換気機能のない冷暖房設備（循環式エアコン）※１しか設置されていない商業施設
等の場合、外気温が高いときに、必要換気量を満たすための換気（30分ごとに１回、
数分間窓を全開にする）※２を行うと、ビル管理法で定める居室内の温度および相対湿
度の基準（28℃以下・70％以下）※３を維持できないときがあります。

新型コロナウイルス感染症のリスク要因の一つである「換気の悪い密閉空間」を改善
するための換気と、熱中症予防を両立するため、以下の点に留意してください。

居室の温度および相対湿度を28℃以下および70％以下に維持できる範囲内で、
２方向の窓を常時、できるだけ開けて、連続的に室内に空気を通すこと※4。

この際、循環式エアコンの温度をできるだけ低く設定すること。

１方向しか窓がない場合は、ドアを開けるか、天井や壁の高い位置にある窓
を追加で開けること。

居室の温度および相対湿度を28℃以下および70％以下に維持しようとすると、
窓を十分に開けられない場合は、窓からの換気と併せて、可搬式の空気清浄機を
併用※5することは換気不足を補うために有効であること。

空気清浄機は、HEPAフィルタによるろ過式で、かつ、風量が5m3/min
程度以上のものを使用すること。

人の居場所から10m2(６畳)程度の範囲内に空気清浄機を設置すること。

空気のよどみを発生させないように、外気を取り入れる風向きと空気清浄機
の風向きを一致させること※6。

熱中症の予防のためには、こまめな水分補給や健康管理など※７にも留意が必要
です。

空気清浄機を併用する際の留意点

窓を開けて換気する場合の留意点

KMDBA
テキスト ボックス
別添２




換気機能を持つ冷暖房設備（空気調和設備）がある建築物の場合
建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管理法）における空気環境の
調整に関する基準に適合するように外気取り入れ量などを調整することで、必要換気量
（一人あたり毎時30m3）※２を確保しつつ、居室の温度および相対湿度を28℃以
下および70%以下※3に維持してください。

※１ エアコン本体に屋内空気の取り入れ口がある（換気用ダクトにつながっていない）
エアコンは、室内の空気を循環させるだけで、外気の取り入れ機能はないことに注
意してください。

※２ 換気の方法の詳細については、リーフレット「「換気の悪い密閉空間」を
改善するための換気の方法」を参照してください。

URL: https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000618969.pdf

※３ ビル管理法で定める居室内の温度および相対湿度の基準（28℃以下・70％
以下）を維持していれば、軽作業を連続で行う場合の熱中症予防の基準値
（暑さ指数（WBGT値）29℃）を超えることはありません。

※４ 窓を開ける幅は、居室の温度と相対湿度をこまめに測定しながら調節してください。
また、窓を開けるときは、防犯などにも配慮してください。

※５ 空気清浄機は、換気を補完する目的で使用するものですので、窓を閉めて空気
清浄機だけを使用しても十分な効果は得られないことに留意してください。

※６ 間仕切りなどを設置する場合は、空気の流れを妨げない方向や高さとするか、間
仕切りなどの間に空気清浄機を設置するなど、空気がよどまないようにしてください。

※７ 熱中症予防対策の詳細については、リーフレット「熱中症予防×コロナ
感染防止で「新しい生活様式」を健康に！」を参照してください。

URL: https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000642298.pdf

項目 基準

二酸化炭素の含有率 100万分の1000以下（＝1000 ppm以下）

温度
1. 17℃以上28℃以下
2. 居室における温度を外気の温度より低くする場合は、

その差を著しくしないこと。
相対湿度 40％以上70％以下

ビル管理法における空気環境の調整に関する基準（抜粋）

参考

R2.6.24



科学とICTを用いた対策の提言
-多くの国民にワクチン接種が行き渡るまでに-

令和３年６月16日（水）

新型コロナウイルス感染症対策分科会

KMDBA
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 わが国で発出された３度の緊急事態宣言は、外出自粛や飲食店、百貨店等の営業時間短
縮などの人々の社会生活の制約をお願いするものであったが、多くの国民の協力により、諸外国
のようなロックダウンによらなくても感染拡大を抑えることができた。

 その一方で、人々の間では新型コロナウイルス感染症に対する慣れや疲れが広がると同時に、経
営的に限界に追い込まれているという事業者の声も出てきている。

 このような中、高齢者へのワクチン接種が順調に進んでおり、7月末までに多くの高齢者に対して
ワクチン接種が終了する。

 しかし、高齢者へのワクチン接種が進んだとしても感染は続き、大きな感染の波は再び生じる可
能性があることから、大きなリバウンドを回避するために、クラスターの早期発見・早期封じ込めを
更に徹底する必要がある。

 以上のことを踏まえ、ワクチンを牽引役として、科学とICTを積極的に活用する５つの対策をパッ
ケージとして提言させて頂きたい。

[Ⅰ] はじめに

科学とICTを用いた対策の提言 第４回新型コロナウイルス
感染症対策分科会提言



１. 青壮年層へのワクチン戦略
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〇現在、ワクチン接種については、区市町村による体制を中心に行われてきている。それと同時に、
国及び都道府県による大規模接種施設が利用されている。その中で、特に高齢者に対するワク
チン接種が順調に進み、先行する地域ではワクチン接種の予約状況としても余裕が出てきている。
〇ワクチン接種については、昨年より、「発症予防効果」及び「重症化予防効果」に力点を置き、
高齢者等を優先して実施してきた。また、変異株では壮年層が重症化するリスクが高くなる可能
性も指摘されており、ワクチン接種の壮年層の「重症化予防効果」の意味も新たに指摘されてい
る。
〇ところが最近になり、今回の新型コロナウイルス感染症のワクチンについては、全員ではないも
のの「感染予防効果」も有する可能性があることが指摘されてきている。
〇このことから、高齢者の多くでワクチン接種が行われた後、すぐに社会の中で最も活動量が多
い青壮年層でのワクチン接種を加速させれば、社会全体が少しずつ感染から守られることが期
待できる。
〇なお、ワクチン接種が本人の自発的意思に基づくことと、ワクチン接種を受けないことによる差
別や不当な対応は許されないことは当然の前提である。

科学とICTを用いた対策の提言 第４回新型コロナウイルス
感染症対策分科会提言



１. 青壮年層へのワクチン戦略（続き）
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（１）青壮年層への接種の加速
〇国及び都道府県は、高齢者のワクチン接種のために設置した大規模接種施設について、高
齢者への接種が終えた後も、青壮年層に対するワクチン接種の促進のために活用して頂きたい。
また、区市町村においては、域内の大規模病院に委託を行うことなどで大規模接種施設を開設
することも考えられる。
〇職域における接種の促進として、働く世代においては職域でのワクチン接種が効率的であるこ
とから、国は、職域でのワクチン接種を推進して頂きたい。その際には、企業や健保組合、職域
団体等と連携し、季節性インフルエンザの予防接種と同様の集団的接種を実施することも考え
られる。また、大都市部の大企業の社員のみならず、全国の中小企業や交通機関の従業員、保
育園や幼稚園、小中高等学校の職員等についても、地域産業保健センターや商工会議所と連
携し、それぞれの地域の各団体等による集団接種会場の共同運用を認めることで、ワクチン接
種を支援する必要がある。
〇大学や専門学校等における接種の推進としては、国は、大学や専門学校等において、気軽に
ワクチン接種を受けることができる機会を確保して頂きたい。その際には、健康管理部門と連携し、
接種が義務と受け取られないよう配慮した上で、自発的にワクチン接種を受けることができる体
制を構築することも考えられる。また、近隣の企業等との共同接種も含めて接種を促進すべきで
あり、学生が夏に帰省する前に大学等で接種を済ませることが望ましい。

科学とICTを用いた対策の提言 第４回新型コロナウイルス
感染症対策分科会提言



１. 青壮年層へのワクチン戦略（続き）
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（１）青壮年層への接種の加速（続き）
〇なお、今後も新たな副反応が発生するリスクは存在することから、副反応のモニタリング及び
丁寧な情報発信を継続して行う必要がある。
〇また、医師や看護師等の接種を担当する専門職を増やす取り組みも、引き続き、進める必要
がある。
（２）感染リスクの高い集団等における接種の促進
〇区市町村は、情報が届きにくく、医療へのアクセスも困難を伴いがちな外国人コミュニティや接
待を伴う飲食店等の感染リスクが高い集団でのワクチン接種を促進するために、NPOや事業者
等の関係者とも連携し、情報発信の促進とともに、ワクチン接種を気軽に受けることができる機
会を確保して頂きたい。その際には、国民の理解を得られるような情報発信とともに、外国人労
働者の多い事業所や日本語学校とも連携した上で、集団的接種を実施することも考えられる。
〇また、都道府県は、区市町村とも連携の上、クラスターが発生した医療機関の患者や障がい
者施設の入所者、学生寮や社員寮、建設作業員宿舎の入居者等の感染リスクが高い集団に
対して、迅速にワクチン接種を行うことも考えられる。同時に、このような感染リスクが高い集団に
ついては、クラスターの発生前から予めワクチン接種を進めていくことも考えられる。
〇障がいを有する場合や在宅介護を利用する場合など、接種会場に行くことが困難な人に対す
る接種の推進について検討して頂きたい。

科学とICTを用いた対策の提言 第４回新型コロナウイルス
感染症対策分科会提言


